















































































































































































通称， Bi1ls of Exchange Act 
外国為替手形・小切手の実務論的展開 7 
正称， An Act to codify the law relating to bi1s of exchange， 







統一流通証券法 (UniformNegotiable Instruments Law) が成立し，
1897年ニューヨーク州の採用を皮切りに各州が順次採用して統ーが実現し
7こ。 (3)
その後イギリスの Saleof Goods Actをモデノレとして， Uniform Sales 
Actが成立し， 1907年の 3つの州の採択を皮切りに36の州によって採択さ
れた O
ついで船荷証券 Billsof Lading，倉荷証券 WarehouseReceipt， Trust 
Receipt I乙関する統一法案も制定された。











① Negotiable Instruments Act 
② Warehouse Receipt Act 














一方 UniformNegotiable Instruments Actの改訂に着手していた統
一州法委員全国会議 (TheNational Conference of Commissioner on 
Uniform State Law) は乙の UniformSales Act の改訂について，


































形，小切手については第 3章に規定されている o 各章について簡単に述べて
おく o




定。従来の UniformSales Act に相当する部分である o
10 将~ 'l;Sと経済
第 3章 CommercialPaper 
本章が NegotiableInstruments Law (流通証券法)に相当する部分で，
Notes， drafts， checks， bi11s of exchange， certificate of deposit I乙
適用される。
第 4章 BankDeposits and Collections 
従来， American Bankers Associationが制定した BankCollection 
Codeが適用されていた分野であり，銀行業務の預金，送金，取立につい
て詳細に規定している。
第 5章 Lettersof Credit 
New York City Banks は，当初 ICCの統一規則があるという理由で
本章を設けることに反対したが， 102条の(4)に次の clauseを入れるとい
うことで本章が規定された。
実質的に CleanLjCと一部 DomesticLjC IC:適用される o
“Unless otherwise agreed， this Articles does not apply to a letter 
of credit or a credit if by its terms or by agreement， course of 
dealing or usage of trade such letter of credit or credit is subject 
in whole or part to the Uniform Customs and Practice for Comme-
rcial Documentary Credits fixed by the Thirteenth or by any 
subsequent Congress of the International Chamber of Commerce. 
第6章 BulkTransfer 
Bulk Salesの統一性をはかった規定である o
第7章 WarehouseReceipts， Bil1s of Lading and other Documents of 
Title 
従来の UniformBi1ls of Lading Act， Uniform Warehouse Receipt 
Actにかわる章である o
第8章 Investment Securities 
Stocks， Bonds等の Investment Securitiesの negotiation，transf er 
を扱っている。従来の UniformStock Transfer Act にかわるものであ
るo
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第 9章 SecuredTransactions 
次の各法令で規定されてでた動産担保権について統一化したものである o
(1) Uniform Conditional Sales Act. 
(2) Uniform Trust Receipt Act， 


























国際法協会 InternationalLaw Association が1876年~1878年に




































































1933年 ド イ 、y 手形法，小切手法
1933年 イ タ 手形法
1934年イ タ 小切手法
1935年 フ ランス 手形法，小切手法
1936年ス イ ス 子形法，小切手法
ここにおいて，欧州大陸法系に属する諸国の手形法，小切手法の統ーが実
現した。しかしながらイギリス，アメリカはこれに参加することなく，二法





































“Pay This First of Exchange"という表現があり当然規定に合致すると
思われていた。ところが手形法統一条約附属文書所載の統一手形法第 l条英






















“Payable in local currency at the Bank's buying rate of exchange 


















BILL OF EXCHANGE 
① 
No. 200 
For US $ 10，000.一
G 
OSAKA， J une 30， 1983 
D A ⑥ 
At 60 days after sight of this FIRST Bi1l of Exchange 
① B 
(Second of the same tenor and the date being unpaid) pay to 
F 
The Bank of KANSAI， Ltd. or order the sum of Dollars Ten 
Thousand only in U. S， Currency 
②③  
Value recei ved and charge the same to account of New York 
Trading Company， New York 
④ 
Drawn under Bankers Trust Company， New York 
LjC No. 12123 dated May 30， 1983 
C 
To Bankers Trust Company 
E New York，N .y. 
H 


















例示の Bpay to……… the sum ofがこれである o 信用状取引の場合
は信用状の限度額内でその通貨で表示することとなる o 一定の金額であるか
ら US$ 1，000.-or US $ 2，000.ーという表現は許されない。また単
にsのみでは米ドル，豪州ドル，カナダドルのいずれか不明ということとな





例示の C Bankers Trust Companyがこれである O 手形の名宛人であ
り支払人である O
(4) 満期の表示 (Timeof payment) 
例示の D At 60 days after sightが乙れで本例では一覧後60日払いを
示しているo 信用状取引では一覧払 (atsight or on demand)手形かもし
くは一覧後定期払(上記の例)がよく使用される。期間は 30days，60days， 
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(5) 支払をなすべき地の表示 (Placeof payment) 
例示 E の NewYork，が乙れである。
(6) 支払を受けまたはこれを受ける者を指図する者の名称 (Payee)
例示 F.The Bank of KANSAI， L TD or orderがこれである。
Payeeの表示方法はわが国手形法で、は次の 2種類が認められている。
(a) 記名式(何々様へ)
Pay to The Bank of KANSAI， Ltd. 
(b) 指図式(何々様または指図人へ)
Paγto The Bank of KANSAI， Ltd. or Order 
Pay to the order of The Bank of KANSAI， Ltd. 
英米法に於てはこのほか次の 2種類も認められているO
(c) 持参入式(持参入へ)
Pay to Bearer 
(d) 選択無記名式(何々様または持参入へ)
Pay to The Bank of KANSAI， Ltd. or Bearer 
信用状取引の下においては上述のうち(b)の指図式形式の手形が使用され割
引銀行名を記載するのが一般に行なわれる方法である。
(7) 手形を振出す日及び地の表示 (Dateof bil， Place of issue) 
例示 G.OSAKA. June 30， 1983がこれであるo
(8) 手形を振出す者の署名 (Drawer)








例示② Valuereceived and charge the same to account ofが対価
受領文言または対価文言と呼ばれる O 単なる慣用句であり実質的な意味はな
いがこの文言のあとに信用状開設依願人名が記載されることもある O 例示の






例示の⑤ STAMPの個所に収入印紙を貼り振出人が消印をする O 組手













(a). Documents against acceptanceまたは D/A 引受波





無費用償還文句ともいうo “Protest wai ved"または“Waivedprotest" 
と手形面の余白に記入して署名をする。
d. Without recourse 
無担保文句といわれるo 信用状にとの記載を要求している場合は手形面に
“Without recourse"と明示する必要がある o (9) 
第 2節送金小切手
送金小切手を例示する。
① ①  
THE BANK OF KANSAI， L TD REF. No. 00065 
② 
E-303 E HIGASHI-KU， OSAKA MAY. 30， 1983 
④ US $ 1，000.00 
B P A Y AGAINST THIS 
⑤ 
A， CHECK TO THE ORDER OF AMERICAN TRADING COMP AN~] 
SA Y U. S. DOLLARS ONE THOUSAND ONL Y 
F THE BANK OF KANSAI， L TD 
HEAD OFFICE 
C TO BANKERS TRUST COMPANY (SIGNED) 





例示 Aの CHECKがこれであるo CHEQUEと示す場合もあるo
(2) 一定の金額を支払うべき者の単純なる委託
例示の BPAY...TO...SAY US DOLLARS ONE THOUSAND ONLY 
22 経'::¥と経済




例示 Cの BANKERSTRUST COMP ANYがこれである O
(4) 支払をなすべき地の表示
例示 D の NEWYORKが支払地である O
(5) 小切手を振出す日及地の表示
例示 E のHIGASHIKU，OSAKA MA Y， 1983である O
(6) 小切手を振出す(振出人)の署名










例示③のTHEBANK OF KANSAI， L TDで振出人名をわかりやすく
印刷したものである。
(4) 金額複記






































もの(例示・ Payto the Bank of Kansai， Ltd. or Order ・または， Pay 








































げられている o (18) 
日本国内の動きとしては，通産省の要請により，経団連や日本貿易会が中
心になって国際基準に合わせた統一書式の作成，コードの統一化，手続面の
















(1) 安東盛人著有斐閣「外国為替概論」 P 81 
(2) 鈴木竹雄著有斐閣「手形法・小切手、法J P P 64"""72 
(3) 1 bid P P 79"""80 
(4) J bid P P 82"""86 
(5) 1 bid P P 86"""87 
(6) 東京銀行編束洋経済新報社「横浜正金銀行全史第4巻」 P 69 
(7) 1 bid P 129 
(8) J bid P 130 
(9) 東京銀行編実業之日本社「貿易と信用状」 P P 210"""218 
0) 岡垣憲、尚著ダイヤモンド社「外国為替実務入門J P 114 
01) 鈴木竹雄著有斐閣「手形法・小切手法」 P 85 
ω 鈴木竹雄・大関健一郎編有斐悶「手形法・小切手法講座 1J P 29 
03) 東京銀行編実業之日本社「貿易と信用状」 P 210 
04) J bid P 213 
05)全銀協通牒昭40全業第50号(昭40.4.26)
仰向 81号 (40.7.20) 111号 (40.9.21) 123号 (40.10.18)
132号 (40.11.8) 136号 (40.11.19)
聞東京銀行編実業之日本社「貿易と信用状」 P 88 
08) 日本経済新聞昭和58年 6月9日付記事「貿易取引に統一システム」
凹) 日本経済新聞昭和58年4月14日付記事「輸出入書式を統一」
(以上)
